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災害対策基本法は，施行日の昭和 37年 7月 10日以前に 3回にわたって改正
されている.
1回目の改正は，昭和 37年4月4日法律第 68号森林法の一部を改正する法
律附則第 16条によるもの， 2回目の改正は，昭和 37年4月5日法律第 73号
豪雪地帯対策特別措置法附則第 5項によるもので，それぞれ第 38条(他の法
令に基づく計画との関係)に掲げる計画についての改正で、あった.





















7回目の改正で，地方自治法の一部を改正する法律(昭和 49年 6月 1日法






り，災害対策基本法第 2条第 1号(災害の定義)に) r噴火」が加えられる等の
改正がなされた.







No 公布年月日・法律番号 改正法1.' 面i考((1)
l昭和37年4月4日法律第68号 森林法の一部を改正する法律附li)第16条による改正 ② 
211昭和137il!4月 5~1'IH)t第73-~3' 豪雪地~W対策特別措眠法附目1)第5唄による改正 ② 
3昭和I37<I'5I)8 fl・法1.)'第109号 災害対策法本法等の 珊;を改正する1M)'節Iif，による改正 。
4)UH割143年5)]17日・法律冒HI号 石炭鉱官賠償制{品等臨時惜眠法的ー怖を改正するilH1!附W)第17条による改正 ② 
5昭平14年6月3日 法律第38.~j- 都市l'H)日発法附JI)第14条による改正 @ 
6昭和148年7月24日・法Ilt第61.fj 活動火山周辺地域における避難施設等の盤備等に1拙寸るil1tl'附則第2項による改正 ，、Rー~、
7昭和49<1'6月 l日・法体策71号 地方自治怯のー剖iを改正する法律附則第17条による改正 。
8昭和151'1'6月1日・法律知47号 海洋汚染防JI:UW)-l加を改:irニするitil'附則第8条による改E ② 
9附有153年4月26日'1Ji1-1!冒129号 活動火山周辺地域における避難肱設等の韓首i等に間寸ー る法1'需の一部を改正する法律第2条による改iE 。
10 昭和153年6月15日.l1<lt第73号 大腕模地震対策特);1)柿世iH4.tll'l第2条による改正 。
1 昭和55年5月28日・法律第63号 地棋防災対策強化地域における地援対策緊急挫備事業に係る闘の財政上の特別柿I~に1却する法律附JIIJ冒B条による改正 ② 
12昭和57"'7月15日・法fjt第(>6号 陣¥!iに1摘するl1lilfの蛇瑚!に閲する1，律筋79条による改正 @ 
13昭和58'1'12月2日 IMI'第78号 国家行政組織法的 部を改正する法律の施行lこ伴う関係法相10)披型1苛'1こ閲する法律第29条による改正 @ 
14昭和58'I'12JI2日・法作第回.':i 総理府設置il、の一部を改正する苛，の法1'第33条による改正 ① 
15昭和却年8月10日・ IHI'第71号 たばこ事業法帯の施行にf1'う関係法律のjj'f面白特に闘する法1'節1条による改正 ① 
161昭和159'1'12月25日・ ilH-l'第87号 日本?立信電話株式会世法且び屯気通信事業wの施行にf'i'う関係法悼の整備等に閲-1一る法体第12条による改正 (i)@ 
17 昭和61'I'12Jl 4日・法1'1'買~93 号 日本国有鉄道改，y;法智雄行法第66条による改正 ① 
18昭和61年12月26日・法体第109号 地方公共団体の執行機関が閣の機関として行う事務の税理及び合理化に関する法体第43条による改正 @ 
19平成元'I'M128日・法律茸155号 放送法及びil};波法の一部を改正するi1ii.lt附1'1第7Ij'jによる改正 @ 
20平成2'I'6JI27日 法律第50号 簡易生命保険l1iの一部を改正すーる法律附JlI)第12条による改丑 Q)ν 
21平成7年6月16".法律第110培 災諮対策基本法の一期iを改正する法律による改iE(第一次改正) @ 
22平成7'1'12月8日・ IMlt第132号 災嘗対策1，本法及び大規模地震対策特別柿躍怯の一部を改正-1-る法判E第l条による改正(第一次改正) 。
23平成91'6月20日・法制E第明号 日本屯信電話抹式会制訟の一郎を改正する法1.'附則第25条による改iI ① 
24平成1'1'5月281'1.IIHI'第H号 海岸法の 貯I{;:改正する法f-It附1'1首J5条による改il ② 
25平成1<1'7月16日 法律第87号 地方分権の推進を図るための関係法制tの椛備等にl到する法律第66条による改正 @ 
26平成1'1'7月16日 法律第102号 中央省庁等改革のための国の行政組織関係IMI'の被備等にI~)-I一る 11，伸第 18条による改正 。
27平成1'1'12月22日.1M!'第出向 中央'円Jî':等改革関係法施行11<胃~82条による改正 。
28平成1"'12月22日・法Ilt第220号 独立行政法人の業務実権の)lJi-¥'t化等のための関係法1.'のjFf備等に閲する法律第3条による改'，1 。
29平成12年5J131日・法律第明暗 郵便貯金法苛Iの一部を改正する法律附則第15条による改正 ③ 
30 平成 12年5JI31 日・法律第四J，~ 資金運用部資金w等の 部を改正寸る法1.'附日l)lilO条による改1 ③ 
31 平成14年7月19日・1<1.lt第如号 聞t品振興訟の 部を改iI:する法1'附則第5条による改正 @ 
32平成14年71131日.WII'第四号 日本郵政公担法施行法第25条による改E ①③ 
33平成15i.p.3月31日・法ilt第21号 副会資本披伽頂点dI両法の随行に伴う1M)係iMI，")控備等に1則するIMI'第10条による改E @ 
34平成15年5月30日./)ifl'第53号 議林法の l~lを改正する怯11'附JIIJ第 12条による改jL' ② 
35平成15'1'6月18日・法律第92号 'i:!気，)~業;1<及びガス事業訟の一部を改正する等の11m<附日1)百148条による改正 ② 
36平成15年7月16日・法律第119号 地'j独立行政法人法の施行に伴う関係IMI'の控備等にl剖する怯作第l条による改正 。
37平成16'1'4!-121日・法律第36号 櫛沖汚染及び榔上災替の防止にl到するIMI'等のー l却を改jlーする法体附則冒~21条による改lE @ 
38平成17年3月30日・法律第7号 半品振興jl~u)-î部を改j[ する1M'附lI'l冨~2条による改正 ② 
39平成17'1'5月21'1.怯Ij'第37培 水防W&L'土砂災密警成区域等における土砂災事防止対策的推進に関する法t-ltQ)一部を改正する法律附則第g条による改正 ②@ 
40 平成 17'1'-7JI29日・法律第89-~J 総合的な闘士の形成をIi!IるためのI!!Uニ総合開売法等の寸刊を改正-j-る等の法制t附lI'l第1粂による改正 ②@ 
41平成17'1'10J) 21日'i!i千l'第102号 郵政民営化w噂の随行にtI万I~)係/1011'の披備等にIMJ-j-る法律知73条による改JE ①③ 
42平1;)118'1'3月31日・法律第18号 国の補助金等の控J!I!&び合理化等に1'う義務教育費IW・It負担/1，等町一ー 剖;を改iE-1一る法律第10条による改正 @ 
43平成18'1'6月7日・法律第53号 地方自治怯O)-~剖1を改正するìHI'I~"則第 17条による改正 @ 
判平成18'1'6月14日・法体節68号 梅伴汚染苛l及び榔.1:災a占的防止にl到する法1:1'の一郎を改jlーする法体附11'1首~7~による改jl @ 
45平成18年12月22日・法制t第118号 防I~jrì'設世Hl.:等の -'l~lを改:iE寸ーる法律附則宜~34条による改正 ① 
46平成19'1'3月31日・法手l'第21号 特妹土じよう地帯災宮防除及び振興臨時m訟法的 l司iを改正する法1'附則第3条による改正 @ 























































備等に関する法律(平成 11年 7月 16日法律第 102号)第 18条により，災害対
策基本法において，中央防災会議，緊急(非常)災害対策本部等について見直
しを行った.




整備等に関する法律(平成 11年 12月 22日法律第 220号)第3条により，災
害対策基本法において，独立行政法人を指定公共機関の対象に加える等の措置
を，また 36回目の改正で，地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備












































































































次改正(平成7年 6月 16日法律第 110号)は，防災問題懇談会の結論がまだ
出されていない段階で，緊急を要する事項について，政府において防災問題懇
談会の検討に並行して見直しを進めた結果，改正を先行させたものである.

































































































































災に関する組織」は 31件， r災害応急対策Jは23件， r災害復旧」は7件， r災
害予防」は 6件， r財政金融措置」は5件， r災害緊急事態j は3件， r雑員Ij. 
































した自由回答とする.前者を diffI， I， Dj，Ord，後者を αveI， I， Dj，Ordとし，算出式
は以下の通りである:
22 
LLDj，Ord，ascldsc = LLDi，Ord，ascldsc 
r.:-:' 1 ， _ ，¥ [1] 
L Di.Ord.asclゐcpI山/山nい ank)， Fl_A ~"~ I A"~ = ~ 
ura ，asc I asc lo (rank i > rank) 
dif.LLDρ d =LLDjルd，asc-LLDρ d，asc [2] 
aveLLDρ d = (エ Dlordζ町 +L L Dj，ord，dsc)/ 2 [3] 
J:個々の自由回答を表す識別子，Ord:解析に採用した順序基準， ~ ~ Dj，Ord，asc : 































るために，diff'Z 'ZDの正負の値が上位 10%の値， αve'Z'ZDの値が上位 10%
の値としづ闘値を設定した.両図の点線は，この闘値を表し，点線で区分され





































d b 長E C 拒 1，400
匪





























































2 宵i2~rI)拠1砲のl;g.aについて同"'>>.ぴ司法施行令鵠 I~換で災帯 U也持して剖仇テロに係る災古については.通知によって L ・ると.:.;:，でおる爪テロ巳保，~災・8につも‘ても目結 fT I I b 
令寄で明確に阿るようにすることが現まlL'_ I I (1悩.151)
l'具体的に1Il;専に結盟する"かどうかの判断"'，それぞれの実施主体にをねられてL喝ζと叫瑚姐;)'1;1'角地方の主体性会噂鳴する拠点か弘揖本的には妥当と吟えるしかし.耐え 1 d 1 ' 
Iばま 拠目芭必応応;忽句斑として撃制臨臨行使の割"附持を正辿lら』れ1たkさfた=ど問酒3が叫2け:"じると思4ね〉刈d、る 5具L作的な解釈1脂届t準惇が示さ』れ1ること治が=5賃担ましL汽 1 (.，鰐J銘3均)1(-311.7蕗3
|卜4第抱脚2挽剖条相1削州3叫制肌弘吋寸寸吋叩‘官杭白宮ぎ釘て叩即削酬目IJ/I'がz凪釦.れ1川筒附盟町イげル押ロ叫揮批批削叩巳山川ニコ訓"附i
%忽:挺足凶苗や白然災省f~ど限定的危位検事集、の適1I1~し.事依拠古ι企めそれ以外の帥帥制二~IJ叫H.1o~'定する 1M';刷量的 I 1(-5刷問
防災市川崎誕の見限 1，第，1長期第1母削挺窃J:'I三回自魚災省や事故特羽川L テロ事例zに居間して鎚生IIヒi足首Jについても拠帯電t第話料出の趨JIl胡肺訴剖1引用でl:!t.:~ ，~剖LていることIl ol.:..1 d I d 
Il'目亀憐管間理
dιド現岬の'災t苔概念，)'，都辺府 9似机日叫~. i叫l冊fI村U:Lて臨智な亀険司事'l誕陸iιニ吋処しな
は鎚結円岬野匂鑓 8厄8本怯で胤定さ剖aれLてL、喝る凶目臨道m県..市u町付の j躯島本的B覧聖醜目役湖分j拙且の考え弘災苫対嫡本飢の檎能飽I 知'事Fの何権院 3現4写を1Il巴古以外の危r檎亀司事z鶏にも尼広:<通m しても‘，<...:.~さき 1 1 d 
同M，こうした方向のW!l!備が必要である磁検雌寄については.個別法では総合的町応が巴予定されておらず防災ー位幌管陀弘前，"at.1.i的に責任を紛ら，材応しても、るが， 1的1 1 (ァ制則万η
明拠佐明ら品唱す-.<き
h 近年目{防災・帥刊Jt~. )概念で.悶・附叫・.，刷会合め間保険!鞠:::.HI副主同附十嗣措定しても世抑制自然災'1;刊紙!こ川は側目 』 目 』
諸島締法で定結剖1ているιのの，位被管理そのl，の合定義してL喝法律はな〈目それぞれの検闘が磁自にf危険管)'J.，を定純日レ対摘寄封昆じても・るのが現状"C't.時二，f/)f:t>.駐 1""_:，_... 1 •_-. 憐膏理比広お叫決持品附"剖時ことと削 I 全盟続ー的1，針応t/~'7>ても叩'.J:")て，位機管制につも吋盛り込むたど.民宙匂椴基本itの肱材Jた兄慨しも必要と考える 1""弛l脚>1 (-120.11匂



















体の挺帯対貨のみな'A・自l山"助lニ係M山Z的決められる t解決に向けての方向H宝 1 町市対f昔話*iJl第?条に住民の賀簡の限定/I'~)るがI 住民の蹴倒やJ血I!i等の宮古制.町
応等自助共助の組定金調広〈追加する
→且坦3
14 擬古材調扇子与法は民宙対粛の揖本とな戸~i子fJl"t";tlJ.'平間ι2として見た場合にはほ隠す〈て毛細擁している し品刊したがら人(J!J技官の梶識とも『た蹴li.oもは聞I¥¥.Hi 
町村田嶋定~J'<槍聞の貴摘につも吋I:!lllílしているむののI 住民和解Z足首の殴'&I1lニつも‘て言及している何回位制めて陀かet.:-)て2刊 方(ii)j主としては ζの冊分のw一定Aむ除めら
』 川町一・f_H‘か問自IUJ'J~IIIJ 公助の.
自!隊化住民制股|日柏原器脚捕時において住民等崎慣について定めてもも山酬防民主聞の酔m的出自助JIJ叫 J'1:~lU1Jのそれそれの仰に同綿引3叫唱るた山ー
|制批光 l 川....，._ 11三，住民及び櫓曲~i:..エティなどの賓館.果たす~守役制及び自制祉の協働t<どにつP'て 1間対粛諸制帥全般iニち町::fめていなb'ド必要と考える
16 現行のIt:r!!.でほ，凹{第3 ::Y:!l.臨道ø:1~(..条】，市町村CsJ年}指定田地方各公共憐問(6th). U;J!之町議》それぞれの貨胞が地定されてL喝が記作目!J:ニ公共脆l聞の民1!ilm.:，"
中むの内管とたっている伊野裕台風以後の1Il宙による繕往者の減少はハード鐙備等公共機聞の対応により一定の峨則三見'".Al~が kり--~留め械1縫合目指すためにに自
lUJJ.r共闘J.I公助J:ニkる取制強化が必聾 p，神挨聞大震!Jt'k拠院としてI 誠裂のた~}，)i 自助 1 ・ r共助l ・ i 公l駒:による役割分組雄11;1主主り!I\要性を憎しており，ての蹴l-!..
1こっ"て権令上の吻"定化が必要で.，渇
17白ヨ防民組講の!Ut促進や形臥Iヒした組磁の舗性化ClIli'i・8に到に愉雌する細l議ー 、の怯検}が毘掴で.1'IJ， il倉噂雄策2:'崎討する必要b市元











化 |府発的t，防災話仙の促曜に閉する常項Q);M施{第8~第 2'.口市 l:iJ}うが努力日限として限定さ』もている自主防災担"訟は.J也喰住民が自らの地域 I!CIらキろのと.→迎締官換に器 l' ， 
づ〈自主的な刷噛で制I 民省割.時命伯拡iに口ニコtは削主却訓u出1火防此 撤刷目出』
-Jい畑町>f・4 い^
1. 第.(h第:v/iで国JAびII!方公共剛容 I:l:，呉市先当時広1:::'，権銀の促 IIJと被災前刈田虻胡り比!M申rl)jU関:努めた:1JU:ft.:~f:~ ‘回れても・るが I彼興，の阪~が刊"凧 目




却~~:即 m;告の刷会 NJjし又はm:';Iiの拡大企制止するため:属胞に労める~叫として需5号:ニ】気象砲匁.，凶に閉する縦訓 (.脅l.t，市側明一昨同町民司irj;，t-iJ幅削ニ
mi1l干悦>;依存』拠ii:!:第?号:こI地震予知情限の同知方訟の改符，規定が鍛偏されているが同信で進めてL 喝『緊急l也誕雄総の踊1lJ;:ニ，~，るlIlítが鍛倫されてもぜ~1.，寸;院で'$0， 1 a 
る'解決に向けての方向性〉ある陛皮 I 過誕の包悪質II'~事前解摘.応急対読に kり椛諮拡大防止策，}í:，斡じられてきた臥水吉t典':t)，絶頂被V撃の官然防止策としては照忽地震 1 (お5•. m) 
遮憾のÎkJll j$'効果的であるため， LQ. 地方偽J~間体需での利川陀進毛明る意味請もも制たに'Ii企追加する，t~ 1::限定'l'!l!備する
21;1耐震，.，が拐事象第2'AIf培に明記されても古い飢;j;の防災情避の改鮮に開喧も帯域t岡'JI儒H引に含まれると考えらJ凶，);， J也鍵防災J のm~要性を考慮すると吻l肱に拠， ， 
定唱もニとが擢ましも 1 "且，，.，
122::足官時jII由護者対婦は，近 '1.:1)防災 k舟唱もrR喋な骨組の一つであ机凹においても，市町村に匂し張回援者の趨鍵女優プラJの策定企要:nしている災世対策民地法，~" 1 
t討6_~61)
レては田及び噛方公民団11柑災当の発生を予防し又は災苔の拡大金刺止するた民九特!ニ英雄lニ努める事項kして.第8(Þ.第21/il-l号で「筒齢苛札匁抗!~予特に配慮企弾事る I c I c 
剛桝蝶臨例目JZL?防災凶瑛な柵こ附時IJIJ砕 l円い帆酎措置輔の瓜酬明隠して条項←っιし選定削I酬の間同健所lニおける剤師具附ニ腕し 1 '''.769， 1凶閉
館の明a L.: 
n 聞及t.'i:，地方公共団体は，高齢世，臨'o1i菅乳幼児等特lニ担憶を号車する'/t応対する防災J:，f.1堕た指M::'到する事JM>英雄t窮四条謂2刷窃 14~}) ，)市fjj日雇正vc画面詞1てい目





。地方rJj説会織と災 11'"等の首長の事院としてiT?たガがb市.，)/.;・命令諜誕の一本tヒとい勺た叫tiなどA令椅討が必要ではI.~~ 功・ f話:日粂怒川副:ニt主災脊対策本飢と地方防災会織の;JI!梯の組定 l 
初対策本舗 : ;';'.~ '，';:.':':~.~，~.' ::7....:~:.:;:.:::;. :_'，: ，;:'-::，::，，，:-::，~~;，.:~:;:::'::';，~::.:.;:;:，::;:-:.::，;';:;;:~'~::'::~ ~.:~::~";_.... _.. "~.".........，_-_..~，，，.._~ 1 (I"‘B】
"まわるが}必お回現状としては.製官が姥生Lた掛合I 地'ji公共団体の災;'1針漏本筋寄，).附記の事務l三fj. ~てL 、るとニろで~. ， 
26 第J"~については血肢の兆備に合わせてaL!il情成金議依にできる ζうにすることが必要てeはないか{現住巴聞の機問や指定公共機関行軟腕/lW..どで制*':1;).多い}













h孟偶成の弾力fヒ ! 同河防災 I~1-.._..... 1
閉す制.1 1潤防災分野にお尚男女間阿の推進出献花叩噛酬防災会骨、の女性制のIf:IJM明臨となっても喝司出制対銃器棚第時に制府県品陥婦の組





























正平桔さの見似し 34:地..問民針副司陣正について.il:で1.倍正略説は内聞記理大臣iニf"(')こととなってL唱が.:ru:!I1骨省f干の担l当E指てに修正案及び修正視;wを送付することとされており.地 a 
方にとっては過11'[1~事蹟負担となってL喝ニとA・ら適正1~Í!ß1IIを盟んでいる (97.131】
']1肺災計
lS都道府臥防御ト闘を副知ニマyチした略に修正しようとL・ても.S'ht.じめ範理大I:i.の協舗と中央防浪会踊の意見詰〈ニ帥"，怯flU.:脱定さ札て1喝ご'"加のとおり，その間両 lニ.省庁担当者・帯から繍~哨~，附弔，).ãガ .hl当た労力1:叫するだったら.1111岨があってむ融慨しと<.'となりはしaないか. 阻の計闘との官官合性l主llA;できるが.怯I~をí.l世誕蹄J a e 


















42:住民遊曜日ついてはt見鴨としており明確.t(遭難揖権寄の作岐を誕鴎付けるなど避勧告誕酬の措定に閲する蝿定金紐ける υω.176) (21).2').1) 
由選輝則"の寵定 4];m副議に閉して.避懐WJ告・越健指示の克植に係る基準1"1非関~Jに定める.1:.)位置づ"昌也・聾晶司渇， JJUI:. 倒別に洪水-1'冊や:1:砂誕古腎班怖眼前』出Jt."(\.‘るが，実際的避
a 
健指命示令を嘩とリ令ンすタるしJて品い、なう記い載た均に越なゥ儒て町L判喝断市が町避村J，.が多36〈〈ーの71:肱I1古"こA位Z弛慨~t.づLけてるLニ喝と，で地回崎避防す挺る計二闘とがに可S品能、て誕百匹，)i提生した場合あるb吋主発生するおそれA暗局場合に避難勧特・避量 ，，66.‘日}
(5'災1応 ...特lニ近年におも‘て.市町村が暗躍kIl~~'指平等 t郁帥朱1企庁って L. 住民が1王とんど行動をとら耳品、*佃M;Iまとんどであり，その;足効}J泊可'"凶とえってL喝 現行の怯I~での
e 急対粛 曲虚震術平等のm. 遭難柚世・指示需の限定では.野J1I.聴で'.}J.問削組定l主的、のが現状で'W).何らかの形で強制力を持たせる必要が."る・避建勧告・指示の強制主.ilf町村長の貰萌となっ





1備 ...都道府県加事l.:..t'6従事命令寄【館71寄~)I!.現時誕生能，民梓執WJi1;，i;適用されたニと企』蹄槌止しており，一方誕百の誕生段階では市町村Iーからの時事の命令f百~6~!h)と a 
なる， 2つの命令の差異1:'.前者には費用#慣がS坤が，踏背にはなL、ニとである，二の庇.'医雌聞係者等には強い不満 日目.235)
-17:軍制'"に知事町時事命令に甘するm央捕慣がlJ!宣されてL喝 :I~ランチィγiこまで拡大L. 保険制度などのI~昨企'n"ltるべき a 
U3.11 悌."
{句集古俗 骨髄闘の位認づ"
"誕百甑旧J. 梅島の慌1日"、一円毛'思定してz 、ると~えられるが.PiÞH提路大震現で1:::'. 応急針掃の能の民階においても被災世の生活支I.~.康貴~ì~i~支世帯.~理岨となっ
l日 ており， ζうした".I?ト舗の支姐対謂れ、bゆるI誕百冊興』とn<なる郎分t.;:-"引についても.自身膚オー る必弾，).企』る (2S3.126) 
(7)町政，~ 崎市叩'"で.J，~tQ企丑けた地方公共団jl:，).費111企.t~lf!寸も二とが眼目'1とされているがI聞:ili刷県聞の相互応揖協定，-おL ‘ても同t'I<l.平成 1.年の輔1>ドl'誼"・地震で1::'. 前防Ij'，)， a 





{町民宙環 申緊急'.lfI患の耐告の "県山県~.~.~lI!; 拡大 1“102 
(.，権側 由防!I!功労骨拠能




拠調Li晶寄の克;M{需5~語21.即晶atI1・地'}i f':・典I~JIf主J二主る自主防災副I識の育成帯t節8争指:，!JJi節目号}として脱走ーされてL、るが，民古 :NJj'や鈍宙Ir，e吋掃の酷に，住民や地峨 d 
-ー
が具体的に何!!:寸ーべきかにつ』、て組定されていたい ftl~'J也峨の取仰は自主的lニ斤われるニと~:'Û町提としており.どニまで具体的な対応を書き込めるかについては+分な檎剖みの具体化 ，~.，e，・聾であるが，住民ー地臓の血相-!èー届堪めるため問拠計醐j(第3車).r民百-1'帥川市4軍'.1 民古見，:~， {・河川137) (2'17.53-1) 
安否確認や』也峨の民古時聾担縄者の車鷺支組などの住民や地』賓が;J(植す司書取組について具体的に既定することも晶司~に値するのではな~.t-.!:思う
"対象とする民苔に，政令に‘tる事枇誕百を加えてL、るが，誕生した事故に吋する，.諭その他に.t札述抗拡大してL喝当話事般にl瑚保する怯令との役割分組合賞理L.地方自
拍h作費の用干負防担対.!I::粛制にと係しるて白.そ血のを多畦〈措をず地べ方き自で拍あiるj:，，;油披流ら出ぎる事を故tl1Vン'c~品‘実、て態海11t車3両る挽防梅止j!肘法号，_換鵠防づ』k〈S防H除3国情土動保の全乎の白悦1B4141fて'"器全障曲しまたえ拙るのと防，こ除れにらr;事1し故て廿は鼠.~特tiliに2tT策'.rJ:基Ijì本f捕植やの問考陣え物方質.' e e {ー 刷1開} {・，331.則的
の1骨帯に悶，);陪〈関与する，匹曹が曲ると苛えており.叶散とする事故とともに.間隔法令kの官'~I寝聴などを具体的に定めるべきと a考える
5:説書宜t策提本怯とIN民保護iJ;との鹿野や，誕百対扇本個a是の11m，ご・."吋.より明確にして..<ことが盟理主れる ー<2l他のU:I祉の聞係 4切札'"








c e 当l~ìJ1k地暗に提令できてbぜ品、白吟"晒がある現古吋需品本法第曲集")1Jtítlニ揖づ<;nlil揃i \等については，市町村』置に権限が付与さJ.....:.Jlらの障問"主.地方自拍怯軍
m条第1'.により.当該市町村の匝nが受i止でき，また.臨時にI~躍できるとなっているß.Þ.I:披曹が多発するような状慌の中で.住民の命を守るため，民百可諸島本法を見直し， (-m.I2SS) t・11.1倒])
市町村鋒の臨限金例えば防拠駐檎管理監などi世瞬l.~"f1:できる同な縦定を舘:時
@その他 曲応極聾Z自や組員断遺聾舗については.J!I;I!的には他の都坦府県と締結した1協定JIニ盛'由、て対応してL喝のが;I!酷である.しiがしながら.ニの二と1:'.出宙対謂革本怯の踊喧 d d 




















































































































































































































































































































































































このように， Aに分類した (2)②及び (3)①については，必要な手続き等
が整えば，直ちに法整備を実現することができる項目と考えられる.
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(3) 回答における意見数の分布をみると， 0'-""1件が 21人， 2'-""3件が 16人，
4'-""5件が4人， 6件以上が6人となっている.























































































































































































































































































































































































































































































搬入，今後の進め方Jが，第4回 (6月 11日)及び第 5回 (6月 18日)では
「震災復興事業の事例視察，意向調査，同意書，委員会規約Jが，第 6回 (6
月25日)では「意向調査結果・同意書の確認，倒壊の恐れのある家屋の調査，
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本部(平成 17年 3月 20日~平成 17年 5月 13日)発災直後に，応急対
策を中心とした災害対策を総括する組織として設置されたものである.
②福岡県西方沖地震復旧会議(平成 17 年 6 月 2 日~) 地震災害に関
し復旧対策を中心に各種対策の推進を図るための会議である.③玄界島
災害復旧対策連絡会議(平成 17年 3月 29日~平成 18年 1月 25日)玄
界島の復旧・復興等を円滑に進めるための県・市の連絡調整会議である.




本部(平成 17年 3'月 20日~平成 17年 5月 31日)地震発生後直ちに，
応急対策等の災害対策を総括する組織として設置されたものである.②
福岡市地震災害復旧・復興本部(平成 17 年 4 月 12 日~)地震災害に関
し市民生活の回復・安定及び都市施設等の復旧・復興等を推進する組織
として設置されたものである.③玄界島復興事務所(平成 17年 4月 12











































































明治24.10.28 濃尾地震 (M7.9) 7，273 
明治29.6.15 明治三陸地震津波 (M7.1) 21，9591 
大正12.9.1 関東大地震 (M7.9) 約105，0∞
日召和 2.3.7 北丹後地震 (M7.5) 2，925 
Bi'H口8.3. 3 昭和三陸地震津波 (M8.3) 3，064 
昭和 9.9.20~22 室戸台風 3，036 
昭幸日18.9.10 鳥取地震 (M7.2) 1，083 
日召華 19.12.7 東南海地震 (M7.9) 1，223 
og平日20.1.13 三河地震 (M68) 2，306 
昭和20.9. 17~ 18 枕崎台風(広島、西日本) 3，756 
日E手口21.12.21 南海地震 (M8.0) 1，443 
昭和2.9.14~ 15 カスリー ン台風(東海以北) 1，930 
日百平23.6.28 福井地震 (M7.1) 3，769 
昭和28.6.25~29 大雨(前線:九州、四園、中国) 1，013 
昭和28.7.16~24 南紀豪雨(和歌山、東北以西) 1，124 
昭和29.9.25~27 洞爺丸台風 1，761 
昭和3.9.26~28 狩野川台風 1，269 
昭和34.9.26~27 伊勢湾台風 5，098 


























-_坦¥l定~ 巨一¥大¥災;芹 首都民[-F地誌 東海地震 東南ifij.it梅地誌 1"本村Ijn昨・千品海1昨 q"J ì'~~ .近滋 大規模水容
被:n;:~t iE -~---___ mJ jlJ if~1持型地ít~ r;;1析Wi地目見 (利根川洪水氾減)
死者数 約1，000人 約9，2∞人 約17，8∞人 約2，7∞人 事;42;αJO人 ~n，'“旧人
全域・焼失t点数 約85万株 約26)j練 約36万叫{ 約211J棟 約97Ti掛i
経済被l'f額 約12兆円 約37~~ I'J 約57兆円 1甘l.3~urJ がH4~HJ
I泣大避難者数 がH∞万人 約190万人 約500万人 約33万人 約550万人 狐立者数
(帰宅凶難者数) (約650万人) (約2∞万人) 約110万人
1:記は，東京湾北部 上記のうち，死者数
i也設の場合 見if1相iif，j!也~. ~M8.1iìíj は明治三陣タイプ地
上記はJ:llf附陥41・地
官'li考 死者数の最大は，榔 後 ω-70%脱皮 íl~の場合それ以外 ~ .~の場合 I:J~は，平IJHVII 首都心凶 l~~地政の場合の 坦1定3K%Ilt(地参袋考M航s}oftjl 有海地íi!~M8.4Iìíj後 は宮城県1'1地震の場 闘広域氾灘 (20011'
[)O年以内の発生碓事] 約13，∞0人 ~ : 87 品阿。%H年程発度生の場合
f.'. 
LUll l州 w服 M7jにIJJrの発生確率の
度 2--3% 洪水)の場合.山のM7f山 fvl8.5私l皮 川戸川
血縫 70%位& !経 99%
(目 1) 本去は.中央防災会議の各部門調査会が公表した各災在ごとの被害先Lt定のqJから，それぞれ代衣的と考えられるものを築計が抑制・~i'f耳目して作成した









































H14.4 H15.12 H18.2 




H15.5 H15.12 H18.2 H2J.4 
H22.1 (修正)
地震防災戦略 H18.4 H17.3 H17.3 H20.12 
応急活動要領
H18.4 H15.12 













第 28条の 2"-'第 28条の 6:緊急災害対策本部
第97条~第99条:激甚災害制度



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































対象災害、、、、、 ¥¥¥¥ 首都地域 首都地域+特定地域 全国
巨大地震 首都直下地震対策特別措 巨大地震対策特別措置法 災害対策基本法等災害関
置法(仮称)の制定 (仮称)の制定 連法規の見直し
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災害対策法整備の課題と展望
~首都直下地震等巨大災害に対応する法整備のあり方への提言~
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20日年3月23日
